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《研究ノート》
付加価値貿易に見た GVC における日本と中国の経済関係
－ GVC 分析用日中国際産業連関表を用いて
滕　　　　　鑑
馮　　　君　実＊
はじめに
　1978年の改革開放宣言以後の中国では，市場経済への移行が段階的に進められたことにより，30年以上
にわたる高度成長を実現し，製造業の台頭をはじめ産業構造も大きく変化していった。対外経済の面では，
活発な対外貿易を展開し，2007年以降世界１の輸出大国になっており，世界の多国籍企業が生産拠点を中
国に移し「メイド・イン・チャイナ」（Made in China）の製品が世界を席巻している。1990年代末頃から
中国は，「世界の工場」と呼ばれるようになっている。
　しかし，中国と先進工業諸国を比べると依然として大きな格差がある。例えば，中国製品は世界中に溢
れているが，その中国製品には世界的なブランドが極端に少ない。また，輸出構造について見ても，アメ
リカ，EUは，より技術・資本集約的製品である輸送機械の割合が高いのに対して，中国では，一般機械，
電気機械，労働集約的・素材類製品のほうが高いため貿易付加価値率が低い。しかも，「メイド・イン・チャ
イナ」の輸出品の多くは，グローバル・バリュー・チェーン（Global Value Chain: GVC）における加工・
組立工程が中国で行なわれているだけという特徴がある。そのため，「メイド・イン・チャイナ」の工業
製品に占める付加価値の割合は高くない（滕［2017］pp.168⊖171）。さらに，中国の貿易は加工貿易を多
く含んでいるため，経済成長に対する寄与が過大評価されたと指摘されている。
　中国と日本の経済関係については，世界経済のグローバル化に伴い貿易と直接投資を通して一層緊密化
し，2007年から中国は日本にとって最大の貿易相手国になっている。一方，日中間の貿易不均衡も拡大し，
貿易摩擦が生じている。日本側の貿易統計によると，1988年から日本の対中貿易赤字が恒常化し，2011年
以降対中輸出の低迷で貿易収支はさらに悪化している。また，近年，中国のロボット，IT（情報技術），AI（人
工知能）技術の急速な進展に伴い，日本と中国の経済・技術格差が縮まり，一部の分野ではすでに中国に
追い越されているなど悲観論が出ている。しかし，従来の貿易統計では，必ずしも日中の貿易構造，国際
競争力の「実像」を正確に評価することはできない。それは各国間の垂直的な国際生産分業の下では輸入
中間財の価格を含んだ輸出取引額が過大評価されるからである。
　従来の貿易統計の問題を改善するために，経済協力開発機構と世界貿易機関（OECD-WTO）は付加価
値貿易の概念を提起し，統計の整備を行なってきた。付加価値貿易統計によると，中国の製造業はGVC
における川下型（中間財を輸入して加工・組立を行ない再輸出する）であり，産業構造の高度化が遅れて
いることが浮き彫りになっている。他方，付加価値貿易では，日本の対中貿易は日本の対他国の２カ国貿
易に比べ必ずしも最大ではないと指摘されている。また，付加価値貿易統計に基づいて評価された日本
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の製造業はGVCにおける上流型（中間財サプライヤー）であることが明らかにされている（広田［2017］
pp.458⊖459）。
　そこで本研究では，GVC分析用日中国際産業連関表（GVC分析用日中表）に基づいて，付加価値貿易
からGVCにおける日中の経済関係を考察する。以下では，まず，先行研究を整理してみる（１節）。次に，
GVC分析用日中表を作成したうえで，それに基づいて日中の付加価値貿易データベース（CJTIVA）を構
築する（２節）。そのうえで付加価値貿易から日中の経済関係，比較優位をGVCにおける位置と関連しな
がら再検討する（３節）。最後に，本稿の結果をまとめる。
１　先行研究
　GVCの概念の源流はPorter［1985］が提唱した価値連鎖（Value Chain: VC）に遡る。その後，Gereffi［1999］は，
国際商品連鎖（Global Commodity Chain: GCV）の概念，さらにGereffi［2001］は，国際価値連鎖（グローバル・
バリュー・チェーン：GVC）の概念を提起している。GVCは価値がどのように創造され，配分されるの
かを強調している。つまり，国際分業の進展のなかで製品の企画，研究開発，部品の製造，加工，最終製
品の組立，流通，販売，アフターサービスといったさまざまな生産，サービス活動が，国境を越え世界中
で行なわれることに主眼が置かれている。しかし，上流（商品の企画，開発）と下流（営業，販売）にあ
る企業の利益は高いが，中流（加工，組立）にある企業の利益は少なく，事業活動の各段階における利益
配分は異なっている。
　GVCに関する研究は，ミクロの観点とマクロの観点に大別できる。前者では，商品または産業を対象
としてGVCを考察する，いわゆる企業アプローチで，後者は国民経済アプローチである。例えば，企業
アプローチであるTempest［1996］では，一つのバービー人形の生産において加工を行なう中国が獲得
した付加価値はわずか0.35ドルであることが明らかにされている。Dedrickなど［2008］ではiPod, Video 
iPod，そしてHPとLenovoのノートパソコンの四つの製品について，GVCにおける付加価値構造を分析し
ている。これらの研究に示されるように，企業アプローチでは，一つの商品の各生産工程の流れに従い，
上流から下流までのGVCを詳細に分解し，その各段階における企業が獲得した付加価値を的確に評価す
ることができる。
　多国籍企業のグローバルな展開や通信・運輸業の飛躍的な発達に伴い，生産工程の細分化や地理的分散
化が加速し，商品の国境を越える生産は一層進展するようになっている。ゆえに企業アプローチの研究だ
けではなく，マクロな観点で一つの国・地域やある国のある産業がGVCのどの段階に位置するかを分析
するアプローチが求められる。そのためには，国と国の間の価値の流れを把握する必要がある。国際産業
連関表は各国間の各産業の価値の流れを，国境を越えて網羅的に計測することが可能なため，国際産業連
関表を用いたアプローチが注目されている。
　GVCおよび付加価値貿易に関しては産業連関表を用いた多くの研究が蓄積されている。Hummelsなど
［2001］は一国の産業連関表を用いて，輸出額に含まれる輸入額を国際垂直分業の指標（VS）として，計
測している。Lauなど［2007］は中国を対象に加工貿易と非加工貿易に分けた非競争輸入型産業連関表を
構築し，2000年を対象に中国の輸出における付加価値を計測している。Koopmanなど［2008］は中国と
メキシコの加工貿易を分割した産業連関表を構築し，付加価値貿易を計測している。Lauなど［2007］や
Koopmanなど［2008］などでは中国の付加価値貿易についての研究を通じて，加工貿易と非加工貿易に
分割する必要性が明らかにされている。Johnson and Noguera［2012a］は国内付加価値輸出（VAX）の概
念と計測方法を提唱し，GTAP データベースを用いて各国の付加価値貿易を計測している。Koopmanなど
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［2011］，［2012a, b, c］は，一国の輸出における付加価値の創出経路を分解する方法について提案したが，
同研究ではさらに付加価値の分解を行ない，国内付加価値と国外付加価値のなかに含まれる重複計算分を
分離することに成功している。Zhi Wangなど［2013］は，Koopmanなどの研究を土台として，付加価値の
源泉国と最終消費国の二つの方面から一国の輸出総額を分割する方法を示している。
２　GVC分析用日中表
２−１　OECD-WTO TiVA
　OECD-WTOは，2013年１月に，初めて付加価値貿易データベースOECD-WTO TiVA（Trade in Value 
Added Database）を公表した。同年５月にデータベースを更新し，各国・地域の付加価値源泉のデータ
を補足し，57カ国・地域（OECD加盟国は34カ国）について18部門に分けて，1995年，2000年，2005年，
2008年，2009年を対象としたデータを公表した。最新のOECD-WTO TiVAは，2018年12月に更新された
2005年から2015年までの11年間にわたって中国を含め64カ国・地域を対象としたデータである。OECD-
WTO TiVAにおける輸出とGDPに関するデータは世界全体の約95％を占めており，全世界を網羅的にカ
バーしていると言える。
　しかし，中国の付加価値貿易については，固有の問題と特徴が存在するため，OECD-WTO TiVAを用い
ても十分な解明をすることができない。例えば，中国の輸出において加工貿易は約三分の一を占めている
が，OECD-WTO TiVAでは加工貿易と非加工貿易が区分されていない。加工貿易と非加工貿易は，輸出構
造と国内付加価値率が大きく異なるため，それらを区分せずに平均値で貿易全体を評価しても，中国の
付加価値貿易の実態を正確に把握することはできない。また部門分類についても，中国の統計とOECD-
WTO TiVAの間，OECD-WTO TiVAに関して2016年版と2018年版の間で相違が存在しているため，それら
のデータを利用するには大きな難点がある。
２−２　GVC分析用日中表
　国境を越える生産の地理的分散化や産業内分業の進展とともに，世界全体で中間財貿易が拡大してきた。
このような貿易の実態を分析するには，多国間の取引を網羅的に反映できる国際産業連関表が有用なツー
ルとなる。近年，欧州委員会，OECD，シドニー大学，日本の経済産業省，日本貿易振興機構アジア経済
研究所，横浜国立大学などの研究機関，大学などにおいて，国際産業連関表ベースのデータが数多く開発
されている。
　OECDによる国際産業連関表（Inter-Country input output table: ICIO，以下OECD-ICIO）では，中国につ
いて「国内部分」，「加工貿易」，「非加工貿易」に分けられている。本研究では，OECD-ICIOに基づいて
中国の貿易を産業別に加工貿易と非加工貿易に分割し，GVC分析用日中表を構成したうえで，日中間の
付加価値貿易に関するデータベースを構築する。
　ここでは，まず，OECD-ICIOについて2016年版と 2018年版を整理して，GVC分析用日中表を作成する。
2016年版OECD-ICIOは，世界の71カ国・地域について，国際標準産業分類ISIC₃に基づき，34部門から構
成されており，中国については「中国国内」，「中国加工貿易」，「中国非加工貿易」および「中国サービ
ス」に区分している。2018年版のOECD-ICIOは，世界の69カ国・地域について，ISIC₄に基づき，36部門
に分けており，中国については「中国加工貿易」および「中国非加工貿易」に区分している。本研究では，
2016年版のOECD-ICIOにおける「中国国内」，「中国加工貿易」，「中国非加工貿易」および「中国サービス」
について，2018年版を基準として「中国加工貿易」と「中国非加工貿易」へと統合した。また，2016年版，
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2018年版OECD-ICIOの産業部門を17の共通部門へ統一した（文末付表を参照）。そして中国と日本以外の
世界各国・地域を「その他の国・地域」へと統合した。上述の作業により，貿易方式を区分したGVC分
析用日中表を作成した（図表１）。
図表１　GVC分析用日中表のひな型
中間需要 最終需要
国内生産中国
非加工
中国
加工
日本
その他
国・地域
中国 日本
その他
国・地域
????中国非加工 A11 A12 A13 A14 F11 F12 F13 X1
中国加工 A21 A22 A23 A24 F21 F22 F23 X2
日本 A31 A32 A33 A34 F31 F32 F33 X3
その他国・地域 A41 A42 A43 A44 F41 F42 F43 X4
付加価値 V1 V2 V3 V4
国内生産 X1 X2 X3 X4
資料：OECD-ICIOより再構成。
２−３　モデルの構造 
　ここでは，GVC分析用日中表に基づいて，付加価値貿易モデルの基本構造を説明する。まず，中国の
貿易を非加工貿易と加工貿易に分割する。中国が第三国を経由して日本に輸出する付加価値と，日本が第
三国を経由して中国に輸出する付加価値は漏れる可能性があるため，すべての国・地域を内生的に扱うこ
ととする。
　いま，国内生産ベクトルを  ，中間投入係数行列を  ，中間投入係数を  ，最終需要ベクトルを  と
すると，GVC分析用表において，国内生産は，
 （１）
となる。ただし，
である。式（１）を整理すると，
 （２）
　ただし，  はレオンチェフ逆行列，  は単位行列，
である。
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　付加価値率ベクトルを  ，付加価値ベクトルを  とすると，
 （３）
となる。
　  国の最終需要により誘発された  国の付加価値を  国の  国に対する付加価値輸出として計測し， 
 と表記する。他国の要素を０とした  国の付加価値率ベクトルを  ，  国の最終需要ベクトルを  
とすると，
 （４）
となる。
　式（４）より，中国の日本に対する付加価値輸出は，次のように求められる。
 （５）
　日本の中国に対する付加価値輸出は，次のように求められる。
 （６）
　国際生産分業の進展に伴い，一国の輸出総額は自国の付加価値のみではなく，他の国・地域の付加価値
も含まれている。輸出に含まれる付加価値の源泉を分析することにより，各国の国際分業構造を解明する
ことができる。
　  国の  国に対する輸出総額に含まれる  国源泉の付加価値額を  ，他国の要素を０とする  国の付
加価値ベクトルを  ，他国の要素を０とする  国の  国に対する輸出ベクトルを  とすると，
 （７）
となる。
　そして，  国の  国に対する輸出総額に占める  国源泉の付加価値額の比率を  ，  国の  国に対す
る輸出総額を  とすると，
 （８）
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となる。
　  国の  国に対する輸出総額に含まれる  国の国内付加価値を  ，  国の  国に対する輸出総額に含ま
れる  国以外の国の付加価値を  とすれば，
 （９）
が成立する。
　  国の  国に対する輸出総額に占める自国源泉の付加価値率（国内付加価値率）を  とし，国外源
泉の付加価値率（国外付加価値率）を  とすれば，
 （10）
が成立する。
　続いて，GVC分析用日中表を用いて，日中間の輸出総額に含まれる各国源泉の付加価値を分析する方法
について述べる。
　中国の日本に対する輸出総額ベクトルを  とする。  は非加工貿易輸出額ベクトル  と加工貿易輸
出額ベクトル  に分ける。
　中国の日本に対する輸出総額に含まれる中国（非加工貿易）源泉の付加価値額は  であり，中国
の日本に対する輸出総額に含まれる中国（加工貿易）源泉の付加価値額は  であり，中国の日本に
対する輸出総額に含まれる日本源泉の付加価値額は  であり，中国の日本に対する輸出総額に含ま
れるその他の国・地域源泉の付加価値額は  である。
　中国の日本に対する輸出の国内付加価値率は
 （11）
で求める。
　中国の日本に対する輸出の国外付加価値率は
 （12）
で求める。
　日本の中国に対する輸出総額ベクトルを  とする。  は日本の中国非加工貿易に対する輸出総額ベ
クトル  と日本の中国加工貿易に対する輸出総額ベクトル  に分ける。
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　日本の中国に対する輸出総額に含まれる中国（非加工貿易）源泉の付加価値額は  であり，日本
の中国に対する輸出総額に含まれる中国（加工貿易）源泉の付加価値額は  であり，日本の中国に
対する輸出総額に含まれる日本源泉の付加価値額は  であり，日本の中国に対する輸出総額に含ま
れるその他の国・地域源泉の付加価値額は  である。
　日本の中国に対する輸出の国内付加価値率は
 （13）
で求める。
　日本の中国に対する輸出の国外付加価値率は
 （14）
で求める。
　上述の方法は国・地域レベルのみではなく，産業レベルにも適用できる。
３　付加価値貿易から見る日中の依存関係と比較優位
３−１　輸出総額に含まれる付加価値
　本節では，付加価値貿易モデルを用いて，GVCと関連させながら，日中の関係を考察していく。まず
日中の付加価値貿易，次に日中の比較優位を見る。
輸出の国内付加価値率
　輸出全体に占める国内付加価値の比率（輸出の国内付加価値率＝国内源泉の付加価値額／輸出総額）を
見ると，日本は低下傾向にある（図表２）。それは，多国籍企業の世界進出，生産工程の地理的分散化に伴い，
日本がGVCへの参加度を高めているためである。日本の輸出における国内付加価値率は1995年に94.5％
であったが，2005年には90.0％へと低下した。その後，2008年のリーマンショックを経て，2010年に一旦
92.2％に上昇した後，再び下がり，2015年には86.9％になっている。より多くの生産工程を海外に移転させ，
より多くの中間財を海外から調達することが，輸出の国内付加価値率の低下要因となった。とはいえ，日
本はGVCへの参加度が高く，しかもGVCの上流に位置しており，付加価値率の高い生産工程が依然とし
て国内にとどまっている。
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図表２　日中における輸出の国内付加価値率
　一方，中国の輸出の国内付加価値率は，全体的に日本より低い。1995年から2015年までの推移を見る
と，低下した後上昇するという「V字型」の動きを見せている。輸出の国内付加価値率を見ると，1995年
は86.6％であった。当初中国はGVCへの参加度が低く，中間財の輸入も相対的に少なかったため，輸出の
国内付加価値率が比較的高かった。その後，輸出の国内付加価値率は低下し，2005年には73.7％まで下がっ
た。その背景には，2001年のWTO加盟をきっかけに，GVCへの参加度が上昇し，中間財の輸入規模が拡
大したことが挙げられる。中国の中間財の輸入額を見ると，1995年に858億ドルしかなかったが，2005年
には4549億ドルと5.3倍に拡大した（図表３）。WTO加盟は，GVCへの参加度を上昇させたと同時に，国
内産業は加盟による影響を受けて，国際分業の中流における加工・組立工程を一層強いられることにもなっ
た。一時国内では，中国が「世界の工場」として，GVCの中流の位置に固定化されるのではないかと懸
念されていた。しかし，2005年以降輸出における国内付加価値率は上昇しており，その背景には国内にお
ける生産工程の付加価値率の上昇があると見られる。
図表３　中国の輸入中間財の推移 
 （単位：億ドル）
年次 中間財輸入額
1995 　　858
2005 　4549
2015 13351
資料：GVC分析用日中表による。
貿易方式別輸出の国内付加価値率
　次に，中国の輸出における国内付加価値を貿易方式別に見てみる。非加工貿易の輸出の国内付加価値率
は，1995年には93.8％と日本と同じほどの高さであった（図表４）。また，非加工貿易の国内付加価値率は，
2000年に92.1％であったが，2005年に81.8％へと低下，その後，2015年に87.0％に上昇し，中国全体と同
じ傾向である「V字型」の動きになっている。2005年までの低下は，中国のWTO加盟が，特に非加工貿易
輸出の国内付加価値率に影響（GVCへの参加度上昇）を与えたためと見られる。それに対して，加工貿
易輸出の国内付加価値率は，1995年に30.1％と極めて低く，2000年にはさらに27.4％にまで低下した。し
かし，その後，急速に上昇し，2015年には75.7％になった。加工貿易において輸出の国内付加価値率が上
昇したのは，加工貿易のGVCにおける位置が上流へとシフトしている結果と言えよう。とは言え，中国
の加工貿易輸出の国内付加価値率は非加工貿易輸出と比べまだ低いのも事実である。
－27－
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図表４　中国の貿易方式別輸出の国内付加価値率
　さらに，中国の輸出の国内付加価値率の上昇がどの部門によるものかを，部門別，源泉別輸出の付加価
値構成で見てみる。2005年から2015年までの間，全産業の輸出において国内付加価値率が上昇したが，な
かでも，特に製造業の上昇が大きい。農林水産業から，製造業，サービス業にわたる輸出の各年度の国内
付加価値率は，農林水産業，採掘業，サービス業などが高く，製造業などが低いという「スマイル・カー
ブ」を描いている。2005年について見ると，輸出の国内付加価値率が最も高い農林水産業は93.6％，次い
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図表５　中国の部門別・源泉別輸出の付加価値の構成
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でその他サービス業が91.3％であり，最も低い電気・電子機械は63％である（図表５－１）。2015年には
全産業の輸出の国内付加価値率が上昇した結果，「スマイル・カーブ」が全体的に上方へシフトし，しか
も，カーブが緩やかになっている（図表５－２）。輸出の国内付加価値率が最も高いその他サービス業は
95.2％，最も低い石油・石炭製品でも71.1％である。第二次産業は他の産業部門に比べて速いペースで上
昇している。なかでも，最も著しい上昇を見せたのは，63％から75％へと12ポイントも上昇した電気・電
子機械部門である。
３−２　日中の付加価値貿易
　日本の中国に対する貿易収支（純輸出額）を見ると，伝統の貿易統計と付加価値貿易統計の間では大き
な相違がある。全産業を見ると，2005年には伝統貿易から見ても付加価値貿易から見ても日本の対中貿易
は黒字であるが，2015年になると伝統貿易では対中赤字であるのに対して，付加価値貿易では大幅な黒字
となっている（図表６）。製造業について，2005年には伝統貿易における日本の対中貿易収支は赤字であ
るが，付加価値貿易では黒字になっている。2015年には，伝統貿易の赤字と付加価値貿易の黒字の開きは
さらに拡大している。このことから伝統貿易ベースの輸出額で日中貿易を評価すると，日本の対中貿易赤
字を過大評価することになることが分かる。
-400 -200 0 200 400 600 800
2015年付加価値貿易
(億ドル)
2015年伝統貿易
2005年付加価値貿易
2005年伝統貿易
全産業 製造業
図表６　日本の対中国貿易収支（純輸出額）
　製造業における伝統貿易と付加価値貿易の相違は，加工貿易の存在によるところが大きい。東アジアで
形成されている「三角貿易」では，日本から付加価値の高い部品・素材を中国に輸出し，中国で加工・組
立の工程を行ない，日本・アメリカ・EUなどの国へ輸出する構図となっている。加工貿易では，中間投
入財の輸入比率が高く，付加価値率が低いという特徴がある。伝統貿易統計における中国の輸出額には，
中国の付加価値だけではなく，日本や他の国の付加価値も含まれている。逆に，日本は中間財輸出を担う
ため，日本の最終需要により究極的に誘発された中国の付加価値は少ない。
　全産業の場合における付加価値貿易ベースの日本の対中黒字の拡大は，サービス業によるものと見られ
る。2015年には，サービス業の付加価値輸出額は1019億ドルであり，中国の日本に対するサービスの付加
価値輸出の２倍に当たる。
　そして，部門別付加価値輸出額を見ると，日本の中国に対する付加価値輸出は，主に化学品，金属，機
械類およびその他サービス業を中心とし，中国の日本に対する付加価値輸出は各産業に幅広く及んでいる
（図表７）。
　2005年から2015年にかけての動向を見ると，日本の中国に対する付加価値輸出は，製造業で拡大してい
る。なかでも，化学品と機械類の拡大が目立つ。例えば，輸送機器は同期間に4.9倍，電気・電子機械は2.1
－29－
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倍，化学品・ゴム製品は3.4倍に拡大している。一方，中国の日本に対する付加価値輸出は，農林水産業，
石炭・原油・天然ガス業，その他鉱物で微増しているが，製造業で急速に拡大している。製造業のなかで
輸送機械は2.4倍，電気・電子機械は2.2倍，一般機械は2.4倍に拡大している。
３−３　比較優位
　ヘクシャー＝オーリンは各国が相対的に豊富に保有する生産要素を集約的に使用する財において比較優
位を持ち，それぞれの比較優位性を持つ財に特化して生産，輸出することで双方の利益になると主張して
いる。比較優位を示す代表的な指標には貿易特化係数（NER: Net Export Ratio）がある。特定国における
特定財の貿易特化係数は，その財について純輸出額（輸出額－輸入額）とその貿易総額（輸出額＋輸入額）
の比率として定義される。貿易特化係数の値は－１＜NER＜１の範囲にあり，NER値が１に近づくほど比
較優位となり，－１に近づくほど比較劣位となる。０に近いほど輸出入均衡（中立）であることを示す。
　伝統貿易ベースの特化係数を見ると，日本が比較優位を持つのは，輸送機械，一般機械，金属精錬・製造，
化学品・ゴム製品，石油・石炭製品，建設，運輸およびその他サービス業である（図表８－１）。日本が
比較劣位を持つのは，農林水産，採掘業，食料品・タバコ，繊維・衣服・皮革，その他製造業，電気・水道・
ガスおよび通信である。電気・電子機械の特化係数は正から負になったが，０に近いほぼ均衡状態である。
　一方，付加価値貿易ベースの特化係数は，伝統貿易ベースの特化係数と比べて，まず，機械類がより高
くなっている（図表８－２）。なかでも，電気・電子機械において日本は，伝統貿易で2005，2010，2015
年に比較優位（中立）がほとんどないように見られるが，付加価値貿易では一貫して比較優位を持ってい
る。このことから，日本の電気・電子機械は，伝統貿易で見ると日中間の輸出入が均衡しているように見
えるが，実際には中国に対してより多くの付加価値を輸出していることが判明した。
　伝統貿易では，比較優位を持つ財貨・サービスを輸出することで利益になるとされるが，付加価値貿易
から見ると，必ずしもそうではない。収益性の高い生産工程がより多くの付加価値を生み出すことで，優
位性を持つのである。例を挙げると，電気・電子機械は最も典型的な「スマイル・カーブ」を示す部門
であり，加工・組立工程より，部品・素材を生産する工程のほうが収益性は高い。一般的に中間財輸出が
多い分野は，部品・素材生産工程にあり，最終財輸出が多い分野は加工・組立工程にある。電気・電子
図表７　日中間の部門別付加価値輸出額と拡大倍率 
 （単位：億ドル，％）
日本の中国に対する付加価値輸出 中国の日本に対する付加価値輸出
2005年 2015年 拡大倍率 2005年 2015年 拡大倍率
農林水産 ₃ 19 ₆.5 5₇ ₈₇ 1.5
石炭・原油・天然ガス 0 1 ₇.9 ₃2 ₃₈ 1.2
その他鉱物 1 2 2.5 11 1₇ 1.5
食料品・タバコ ₆ 29 5.₃ 19 ₃₃ 1.₇
繊維・衣服・皮革 5 10 2.2 5₈ 10₄ 1.₈
石油・石炭製品 9 21 2.₄ ₈ 1₄ 1.₈
化学品・ゴム製品 ₄₇ 15₈ ₃.₄ ₃₈ ₈₈ 2.₃
金属精錬・製造 5₄ 1₆₃ ₃.0 ₃₄ ₇0 2.1
一般機械 ₆5 1₄₈ 2.₃ 19 ₄5 2.₄
電気・電子機械 ₈₆ 1₈₄ 2.1 5₈ 1₃0 2.2
輸送機械 2₇ 1₃5 ₄.9 ₇ 1₈ 2.₄
その他製造業 2₃ ₇₄ ₃.2 ₄0 102 2.₆
電気・水道・ガス 1₆ 59 ₃.₇ 2₄ ₃₈ 1.5
建設 ₄ 22 ₆.0 0 1 2.₇
運輸 ₄9 109 2.2 ₃9 ₇₄ 1.9
通信 ₈ ₃9 ₄.₇ ₇ 1₇ 2.5
その他サービス業 225 ₇90 ₃.5 9₆ ₃₄2 ₃.₆
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機械部門では，日本の対中輸出に占める中間財の比率が高く，2015年には71.2％であった（図表９）。そ
れに対して，中国の電気・電子機械においては対日輸出に占める最終財の比率が高く，例えば2015年に
は63.9％に達している（図表10）。さらに貿易方式別に見ても，最終財輸出に占める加工貿易の比率は，
2005年の47.3％から2015年の50.2％へと上昇した。このことから，中国の電気・電子機械部門は加工・組
立工程に位置すると言えよう。
　しかし，すべての産業の輸出の国内付加価値率の分布において「スマイル・カーブ」が見られるわけで
はない。例えば，輸送機械のように，加工・組立工程にも高い技術力が必要なので，必ずしも利益が低く
はない。そのため，輸送機械においては，加工・組立工程の利益が高く，最終財を輸出するほうがより多
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図表８　日本の対中特化係数
８−１　伝統貿易ベース
８−２　付加価値貿易ベース
-1.0
-0.8
-0.6
-0.4
-0.2
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
農
林
水
産
石
炭
・
原
油
・
天
然
ガ
ス
そ
の
他
鉱
物
食
料
品
・
タ
バ
コ
繊
維
・
衣
服
・
皮
革
石
油
・
石
炭
製
品
化
学
品
・
ゴ
ム
製
品
金
属
精
錬
・
製
造
一
般
機
械
電
気
・
電
子
機
械
輸
送
機
械
そ
の
他
製
造
業
電
気
・
水
道
・
ガ
ス
建
設
運
輸
通
信
そ
の
他
サ
ー
ビ
ス
業
2005年 2010年 2015年
図表９　日本の中国電気・電子機械および輸送機械に対する財別輸出総額と比率
 （単位：億ドル，％）
年次
電気・電子機械 輸送機械
中間財 最終財 中間財 最終財
輸出総額
2005 181 69 23 25
2010 235 149 43 121
2015 294 119 60 99
比率
2005 72.3 27.7 47.5 52.5
2010 61.1 38.9 26.2 73.8
2015 71.2 28.8 37.7 62.3
資料：図表３に同じ。
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くの利益を得ることが出来る。輸送機械部門において，日本の対中輸出に占める最終財の比率は，2005年
の52.5％から，2010年には73.8％に上昇し，2015年に62.3％に低下したが，比較的高い水準にある（図表９）。
日本の付加価値貿易ベースの特化係数も同じように一旦上昇した後低下したのは前述した通りである。こ
れに対して，中国の輸送機械の対日輸出に占める最終財の比率は低い。例えば，2015年を見ると40.8％と
日本（2015年62.3％）に比べて20ポイント以上の差がある（図表11）。また，中国の輸送機械の最終財輸
出は付加価値率の低い加工貿易がより多くを占めている。輸送機械の最終財輸出に占める加工貿易の比率
は，2005年に31.1％であったが，2015年には19.2％にまで低下してきた。
　以上，見てきたように，付加価値貿易から見ると利益の高い生産工程を行なう国がより多くの付加価
値を輸出することができ，その分野で比較優位を持つようになる。日本はその一つの例である。しかし，
2015年の付加価値貿易ベースの日本の対中特化係数を見ると，一般機械，電気電子機械では日本の比較優
位は低下傾向にある。
図表10　中国の日本電気・電子機械に対する財別輸出総額と比率
 （単位：億ドル，％）
2005年 2010年 2015年
中間財 114 152 175
非加工貿易 13 26 36
輸出 加工貿易 101 126 140
総額 最終財 127 202 311
非加工貿易 22 38 67
加工貿易 105 164 244
合計 241 354 487
中間財 47.2 42.9 36.1
非加工貿易 5.3 7.4 7.3
比率
加工貿易 41.9 35.5 28.7
最終財 52.8 57.1 63.9
非加工貿易 9.1 10.7 13.8
加工貿易 43.7 46.4 50.2
合計 100.0 100.0 100.0
資料：図表３に同じ。
図表11　中国の日本輸送機械に対する財別輸出総額と比率 
 （単位：億ドル，％）
2005年 2010年 2015年
中間財 11 22 38
非加工貿易 ６ 14 27
輸出 加工貿易 ５ ８ 11
総額 最終財 10 18 26
非加工貿易 ３ ７ 14
加工貿易 ７ 11 12
合計 21 40 65
中間財 54.0 55.1 59.2
非加工貿易 29.5 34.2 42.1
比率
加工貿易 24.5 20.9 17.1
最終財 46.0 44.9 40.8
非加工貿易 14.9 17.9 21.7
加工貿易 31.1 27.0 19.2
合計 100.0 100.0 100.0
資料：図表３に同じ。
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おわりに
　本稿では，日中の付加価値貿易データベースを整備して，GVC分析用日中表を作成し，そのうえで，
GVC分析用日中表に基づいて付加価値貿易モデルによる日中貿易，比較優位の特徴を分析してきた。本
研究の主要な結果は次のように整理できる。
　まず，輸出の国内付加価値率については，日本が一貫して高い。GVCへの参加度が高まるにつれて，
低下する傾向にあるが，依然として高い水準にある。このことから日本の産業における付加価値の高い分
野の多くは国内にとどまっていると言える。
　一方，中国では，GVCへの参加度が低い段階において輸出における付加価値の多くが国内における産
業により生み出されていたが，2001年のWTO加盟に伴いGVCへの参加度が高まるにつれて輸出における
付加価値は海外部門，その後国内でも生み出されるようになった。そして，貿易方式別に見た場合，加工
貿易の輸出の国内付加価値率は2005年以降大きく上昇している。
　また，日中間の貿易は伝統貿易では赤字であるが，付加価値貿易では黒字である（例えば2015年を参照）。
特に製造業ではこの傾向が強い。伝統貿易だけで日中貿易を見ると，日本の対中貿易赤字を過大評価する
可能性が高い。日本の付加価値貿易の対中黒字は，主にサービス業によりもたらされていることから，サー
ビス業の輸出促進は付加価値を獲得するうえで重要であろう。
　さらに，付加価値輸出を部門別に見ると，日本の中国に対する付加価値輸出は，主に化学品，金属，機
械類およびその他サービスを中心とするのに対して，中国の日本に対する付加価値輸出は各産業に及んで
いる。
　最後に，伝統貿易では，一般的に要素賦存に基づく比較優位の財貨・サービスを輸出することで利益に
なるとされるが，付加価値貿易では，収益性の高い生産工程が優位性を持つ。伝統貿易では，電気・電子
機械産業の場合，産業内貿易に起因して，日中の比較優位は中立である（輸出入の均衡状態）が，本研究
の付加価値貿易による分析では，日本の比較優位性が確認できた。ほかに，例えば一般機械，輸送機械の
比較優位性は，伝統貿易の場合と比べて高いと言える。
　しかし，一般機械，電気電子機械のように日本の比較優位は悪化している。逆に，日中貿易において中
国の比較優位は改善しており，つまり中国のこれらの部門はGVCにおいて収益性の低い生産工程から収
益性の高い生産工程へとシフトしているとも言える。
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付表１　OECD ICIO［2016］とGVC分析用日中表の部門対応
Code Industry GVC分析用日中表の部門分類
C01T05AGR Agriculture, hunting, forestry and fishing 農林水産
C10T14MIN Mining and quarrying 石炭・原油・天然ガス・その他鉱物
C15T16FOD Food products, beverages and tobacco 食料品・タバコ
C17T19TEX Textiles, textile products, leather and footwear 繊維・衣服・皮革
C20WOD Wood and products of wood and cork その他製造業
C21T22PAP Pulp, paper, paper products, printing and publishing その他製造業
C23PET Coke, refined petroleum products and nuclear fuel 石油・石炭製品
C24CHM Chemicals and chemical products 化学品・ゴム製品
C25RBP Rubber and plastics products 化学品・ゴム製品
C26NMM Other non-metallic mineral products その他製造業
C27MET Basic metals 金属精錬・製造
C28FBM Fabricated metal products 金属精錬・製造
C29MEQ Machinery and equipment, nec 一般機械
C30T33XCEQ Computer, Electronic and optical equipment 電気・電子機械
C31ELQ Electrical machinery and apparatus, nec 電気・電子機械
C34MTR Motor vehicles, trailers and semi-trailers 輸送機械
C35TRQ Other transport equipment 輸送機械
C36T37OTM Manufacturing nec; recycling その他製造業
C40T41EGW Electricity, gas and water supply 電気・水道・ガス
C45CON Construction 建設
C50T52WRT Wholesale and retail trade; repairs その他サービス
C55HTR Hotels and restaurants その他サービス
C60T63TRN Transport and storage 運輸
C64PTL Post and telecommunications 通信
C65T67FIN Financial intermediation その他サービス
C70REA Real estate activities その他サービス
C71RMQ Renting of machinery and equipment その他サービス
C72ITS Computer and related activities 通信
C73T74OBZ R&D and other business activities その他サービス
C75GOV Public admin. and defence; compulsory social security その他サービス
C80EDU Education その他サービス
C85HTH Health and social work その他サービス
C90T93OTS Other community, social and personal services その他サービス
C95PVH Private households with employed persons その他サービス
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付表２　OECD ICIO［2018］とGVC分析用日中表の部門対応
Code Industry GVC分析用日中表の部門分類
D01T03 Agriculture, forestry and fishing 農林水産
D05T06 Mining and extraction of energy producing products 石炭・原油・天然ガス
D07T08 Mining and quarrying of non-energy producing products その他鉱物
D09 Mining support service activities その他鉱物
D10T12 Food products, beverages and tobacco 食料品・タバコ
D13T15 Textiles, wearing apparel, leather and related products 繊維・衣服・皮革
D16 Wood and products of wood and cork その他製造業
D17T18 Paper products and printing その他製造業
D19 Coke and refined petroleum products 石油・石炭製品
D20T21 Chemicals and pharmaceutical products 化学品・ゴム製品
D22 Rubber and plastic products 化学品・ゴム製品
D23 Other non-metallic mineral products その他製造業
D24 Basic metals 金属精錬・製造
D25 Fabricated metal products 金属精錬・製造
D26 Computer, electronic and optical products 電気・電子機械
D27 Electrical equipment 電気・電子機械
D28 Machinery and equipment, nec 一般機械
D29 Motor vehicles, trailers and semi-trailers 輸送機械
D30 Other transport equipment 輸送機械
D31T33 Other manufacturing; repair and installation of machinery and equipment その他製造業
D35T39 Electricity, gas, water supply, sewerage, waste and remediation services 電気・水道・ガス
D41T43 Construction 建設
D45T47 Wholesale and retail trade; repair of motor vehicles その他サービス
D49T53 Transportation and storage 運輸
D55T56 Accomodation and food services その他サービス
D58T60 Publishing, audiovisual and broadcasting activities その他サービス
D61 Telecommunications 通信
D62T63 IT and other information services 通信
D64T66 Financial and insurance activities その他サービス
D68 Real estate activities その他サービス
D69T82 Other business sector services その他サービス
D84 Public admin. and defence; compulsory social security その他サービス
D85 Education その他サービス
D86T88 Human health and social work その他サービス
D90T96 Arts, entertainment, recreation and other service activities その他サービス
D97T98 Private households with employed persons その他サービス
